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附
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こ
の
省
令
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一

第
一
条
に
二
号
を
加
え
る
改
正
規
定
（
第
五
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）
所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重

課
税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
オ
ラ
ン
ダ
王
国
と
の
間
の
条
約
が
日
本
国
に
つ
い
て
効
力
を

生
ず
る
日

二

第
一
条
に
二
号
を
加
え
る
改
正
規
定
（
第
六
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）
所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重

課
税
の
回
避
の
た
め
の
日
本
国
と
ス
イ
ス
と
の
間
の
条
約
を
改
正
す
る
議
定
書
が
日
本
国
に
つ
い
て
効
力
を
生
ず

る
日

ç

ス
イ
ス
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
法
令
に
基
づ

く
年
金
基
金
又
は
年
金
計
画

ü

千
九
百
四
十
六
年
十
二
月
二
十
日
の
老
齢
保
険

及
び
遺
族
保
険
に
関
す
る
連
邦
法

@

千
九
百
五
十
九
年
六
月
十
九
日
の
障
害
保
険
に

関
す
る
連
邦
法

A

二
千
六
年
十
月
六
日
の
老
齢
保
険
、
遺
族
保
険

及
び
障
害
保
険
に
関
す
る
補
助
年
金
に
関
す
る
連

邦
法

B

千
九
百
八
十
二
年
六
月
二
十
五
日
の
雇
用
又
は

自
営
に
つ
い
て
支
払
わ
れ
る
老
齢
保
険
、
遺
族
保

険
及
び
障
害
保
険
に
関
す
る
連
邦
法
（
職
業
年
金

計
画
を
提
供
す
る
非
登
録
の
年
金
計
画
を
含
む
。）

C

千
九
百
八
十
二
年
六
月
二
十
五
日
の
雇
用
又
は

自
営
に
つ
い
て
支
払
わ
れ
る
老
齢
保
険
、
遺
族
保

険
及
び
障
害
保
険
に
関
す
る
連
邦
法
第
八
十
二
条

の
規
定
に
従
っ
て
、
職
業
年
金
計
画
と
同
等
の
年

金
計
画
と
認
め
ら
れ
る
個
人
の
年
金
計
画

さ
ら
に
、「
年
金
基
金
又
は
年
金
計
画
」
に
は
、
投
資

基
金
又
は
投
資
信
託
で
あ
っ
て
そ
の
持
分
の
全
部
が
年

金
基
金
又
は
年
金
計
画
に
所
有
さ
れ
る
も
の
を
含
む
こ

と
が
了
解
さ
れ
る
。

２

条
約
第
十
一
条
３
ç
の
規
定
に
関
し
、

同
条
３
ç
の
規
定
は
、
一
方
の
締
約
国
内
に
お
い
て

生
ず
る
利
子
で
あ
っ
て
、
他
方
の
締
約
国
の
中
央
銀
行

に
よ
る
間
接
融
資
に
係
る
債
権
に
関
し
、
当
該
他
方
の

締
約
国
の
居
住
者
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
他
方
の
締
約

国
の
中
央
銀
行
が
全
面
的
に
所
有
す
る
機
関
が
受
益
者

で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
こ
と
が
了
解
さ
れ

る
。

３

条
約
第
二
十
二
条
の
Ａ
５
ç
ü
の
規
定
に
関
し
、

一
方
の
締
約
国
の
居
住
者
が
、
多
国
籍
企
業
集
団
の

一
部
を
構
成
す
る
企
業
集
団
の
全
体
の
監
督
及
び
運
営

の
実
質
的
な
部
分
を
行
い
、
又
は
当
該
企
業
集
団
の
資

金
供
給
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該
居
住
者
は
、
当
該
企

業
集
団
に
関
し
、
同
条
５
ç
ü
に
規
定
す
る
要
件
を
満

た
す
も
の
と
さ
れ
る
こ
と
が
了
解
さ
れ
る
。

４

こ
の
交
換
公
文
は
、
千
九
百
七
十
一
年
一
月
十
九
日

付
け
の
交
換
公
文
に
代
わ
る
も
の
と
す
る
。

A

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
三
年
法

律
第
百
二
十
八
号
）

B

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
十
七
年

法
律
第
百
五
十
二
号
）

C

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
（
昭
和
二
十
八
年
法

律
第
二
百
四
十
五
号
）

D

石
炭
鉱
業
年
金
基
金
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律

第
百
三
十
五
号
）

E

確
定
給
付
企
業
年
金
法
（
平
成
十
三
年
法
律
第

五
十
号
）

F

確
定
拠
出
年
金
法
（
平
成
十
三
年
法
律
第
八
十

八
号
）

G

独
立
行
政
法
人
農
業
者
年
金
基
金
法
（
平
成
十

四
年
法
律
第
百
二
十
七
号
）

H

法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）

中
小
企
業
退
職
金
共
済
法
（
昭
和
三
十
四
年
法

律
第
百
六
十
号
）

小
規
模
企
業
共
済
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百

二
号
）

所
得
税
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
年
政
令
第
九
十

六
号
）

〇
総
務
省

財
務
省
告
示
第
一
号

租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
省

令
（
昭
和
四
十
四
年
大
蔵
省

自
治
省
令
第
一
号
）
第
九
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
同
項
に
規
定
す
る
総
務
大
臣
及
び

財
務
大
臣
が
定
め
る
規
定
を
定
め
る
件
（
平
成
十
六
年
三
月
総
務
省

財
務
省
告
示
第
二
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
日

総
務
大
臣

川
端

達
夫

財
務
大
臣

安
住

淳

本
則
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

五

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
オ
ラ
ン
ダ
王
国
と
の
間

の
条
約
第
二
十
一
条
１
、
３
及
び
５
か
ら
７
ま
で

六

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
の
た
め
の
日
本
国
と
ス
イ
ス
と
の
間
の
条
約
第
二
十
二
条
の
Ａ

１
、
３
及
び
５
か
ら
７
ま
で

附

則

こ
の
告
示
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
適
用
す
る
。

一

本
則
に
二
号
を
加
え
る
改
正
規
定
（
第
五
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）
所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課

税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
オ
ラ
ン
ダ
王
国
と
の
間
の
条
約
が
日
本
国
に
つ
い
て
効
力
を
生

ず
る
日

二

本
則
に
二
号
を
加
え
る
改
正
規
定
（
第
六
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）
所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課

税
の
回
避
の
た
め
の
日
本
国
と
ス
イ
ス
と
の
間
の
条
約
を
改
正
す
る
議
定
書
が
日
本
国
に
つ
い
て
効
力
を
生
ず
る

日

〇
外
務
省
告
示
第
三
百
八
十
二
号

平
成
二
十
二
年
五
月
二
十
一
日
に
ベ
ル
ン
で
署
名
さ
れ

た
所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
の
た

め
の
日
本
国
と
ス
イ
ス
と
の
間
の
条
約
を
改
正
す
る
議
定

書
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
の
国
に
お
い
て
国
内
法
上
の
手
続

に
従
っ
て
承
認
さ
れ
た
こ
と
を
通
知
す
る
外
交
上
の
公
文

の
交
換
が
、
平
成
二
十
三
年
十
一
月
三
十
日
に
ベ
ル
ン
で

行
わ
れ
た
。
よ
っ
て
、
同
議
定
書
は
、
そ
の
第
二
十
一
条

１
の
規
定
に
従
い
、
平
成
二
十
三
年
十
二
月
三
十
日
に
効

力
を
生
ず
る
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
日外

務
大
臣

玄
葉
光
一
郎

〇
外
務
省
告
示
第
三
百
八
十
三
号

平
成
二
十
二
年
五
月
二
十
一
日
に
ベ
ル
ン
で
所
得
に
対

す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
の
た
め
の
日
本
国

と
ス
イ
ス
と
の
間
の
条
約
を
改
正
す
る
議
定
書
が
署
名
さ

れ
た
際
、
同
議
定
書
に
関
す
る
次
の
書
簡
の
交
換
が
ス
イ

ス
連
邦
政
府
と
の
間
に
行
わ
れ
た
。

平
成
二
十
三
年
十
二
月
二
日外

務
大
臣

玄
葉
光
一
郎

（
日
本
側
書
簡
）

（
訳
文
）

書
簡
を
も
っ
て
啓
上
い
た
し
ま
す
。
本
使
は
、
千
九
百

七
十
一
年
一
月
十
九
日
に
署
名
さ
れ
た
所
得
に
対
す
る
租

税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
の
た
め
の
日
本
国
と
ス
イ

ス
と
の
間
の
条
約
（
以
下
「
条
約
」
と
い
う
。）並
び
に
本

日
署
名
さ
れ
た
条
約
を
改
正
す
る
議
定
書
（
以
下
「
改
正

議
定
書
」
と
い
う
。）及
び
条
約
の
議
定
書
に
言
及
す
る
と

と
も
に
、
次
の
提
案
を
日
本
国
政
府
に
代
わ
っ
て
行
う
光

栄
を
有
し
ま
す
。

１

条
約
第
三
条
１
ð
の
規
定
に
関
し
、

「
年
金
基
金
又
は
年
金
計
画
」
に
は
、
次
の
æ
及
び

ç
に
規
定
す
る
も
の
並
び
に
改
正
議
定
書
及
び
条
約
の

議
定
書
の
署
名
の
日
の
後
に
成
立
し
た
法
律
に
基
づ
い

て
設
立
さ
れ
る
同
一
の
又
は
実
質
的
に
類
似
す
る
も
の

を
含
む
こ
と
が
了
解
さ
れ
る
。

æ

日
本
国
の
次
に
掲
げ
る
法
令
の
規
定
に
従
っ
て
実

施
さ
れ
る
年
金
制
度
又
は
退
職
手
当
に
関
す
る
共
済

制
度
と
し
て
設
立
さ
れ
る
年
金
基
金
又
は
年
金
計
画

ü

国
民
年
金
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十

一
号
）

@

厚
生
年
金
保
険
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百

十
五
号
）
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